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○朝霞市政策調整会議設置要綱

平成19年４月１日要綱

改正

平成19年６月１日

平成21年４月１日

平成22年１月１日

平成24年４月１日

平成25年４月１日

平成26年４月１日

平成30年３月28日要綱第38号

朝霞市政策調整会議設置要綱

（設置）

第１条 庁議への付議事項について事前に協議・調整を図るとともに、全庁的に共有すべき課題の

総合調整、各部相互の連絡調整を行うため、政策調整会議を置く。

（構成）

第２条 政策調整会議は、部長級職員（以下「構成員」という。）をもって構成する。

（会議）

第３条 政策調整会議は、公室長が主宰する。

２ 政策調整会議の議長は、公室長をもってこれに充てる。

３ 公室長が不在又は事故があるときは、総務部長がその職務を代理する。

４ 政策調整会議は、必要に応じて公室長が招集する。

（付議事項）

第４条 政策調整会議に付議する事項は、次のとおりとする。

(１) 庁議への付議事項で事前に協議・調整を図る必要がある事項

(２) 全庁的に共有すべき課題で総合調整を行う必要がある事項

(３) 各部相互の連絡調整を行う必要がある事項

(４) その他市長が必要と認める事項

（幹事会）

第５条 政策調整会議に幹事会を置く。
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２ 幹事会は、副審議監、政策企画課長並びに市長公室、総務部、市民環境部、福祉部、こども・

健康部、都市建設部、上下水道部、学校教育部、生涯学習部、議会事務局、監査委員事務局及び

選挙管理委員会事務局の長がそれぞれ指名する部次長職員（部次長級職員を置かない部又は局に

あっては、課長級職員）をもって構成する。

３ 幹事会の会長（以下「幹事長」という。）は、前項の者の中から公室長があらかじめ指名した

者がこれに当たり、会議の議長となる。

４ 幹事長が不在又は事故があるときは、第２項の者の中から幹事長があらかじめ指名した者がそ

の職務を代理する。

５ 幹事会は、次に掲げる事項について調査研究、検討を行う。

(１) 市政全般の事務執行に関して総合的な処理を必要とする事項

(２) 各部相互の連絡調整及び周知徹底が必要な事項

(３) 政策調整会議において幹事会の検討に付した事項

(４) その他幹事長が必要と認めた事項

６ 幹事会は、必要に応じて幹事長が招集する。

（付議手続）

第６条 第４条第１号に関する付議手続については、朝霞市庁議規則（昭和47年朝霞市規則第21号）

第８条の規定を準用する。

２ 第４条第２号から第４号及び第５条第５項の各号に関する付議手続については、必要の都度、

政策企画課長においてとりまとめ、会議に提出する。

（代理出席）

第７条 構成員が会議に出席できないときは、構成員があらかじめ指名した者を会議に出席させる

ことができる。

（説明員の出席）

第８条 付議事項を説明させるため必要があるときは、課長その他の職員を出席させるものとする。

（庶務）

第９条 政策調整会議の庶務は、市長公室政策企画課において処理する。

（補則）

第10条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。

附 則

この要綱は、平成19年４月１日から施行する。
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この要綱は、平成19年６月１日から施行する。

この要綱は、平成21年４月１日から施行する。

この要綱は、平成22年１月１日から施行する。

この要綱は、平成24年４月１日から施行する。

この要綱は、平成25年４月１日から施行する。

この要綱は、平成26年４月１日から施行する。

附 則（平成30年３月28日要綱第38号抄）

（施行期日）

１ この要綱は、平成30年４月１日から施行する。


